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資料７ 



災害と地方財政 

• 災害時の地方自治体への財政支援としての特別交付税 
交付税の6％（94％は普通交付税として自治体に配分） 
総額＝1兆530億円（平成28年度） 

 
• 使途は災害だけではない。（平成28年度交付額算定） 
(１) 災害関連経費 
(２) 除排雪関連経費  
(３) 地域医療の確保（公立病院等）  
(４) 地域交通の確保（地方バス、離島航路、地域鉄道支援等）  
(５) 公営企業の経営基盤強化 
(６) 消防･救急 など 
普通交付税の算定方法によっては捕捉されなかった特別の財政需
要がある地方団体に特別交付税を交付している。  
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中小企業への災害支援 

• 中小企業の災害対応は「自助」が原則 

• 自助としてのリスクコントロール＝ＢＣＰ（事業継続計画）と
リスクシェア＝保険 

• 企業向け地震保険は高すぎる？⇒ 
簡素な保険（休業支援など）の拡充 

火災保険（風水害込み）の普及 
 

• 防災努力は災害が起きなければ報われない・・・ 

⇒平時から防災努力が報われる仕組みが必要 
• 保険加入・ＢＣＰ作成を条件とした低利融資や取引契約 
• 誰が普及を促すべきか？ 

⇒商工会・地元金融機関 
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自治体による災害基金？ 
• 被災時の中小企業支援のための災害基金の創設 

≠平時の支援（販路拡大等）の延用 

対象：激甚災害等で国の支援がない災害 

基金の財源：市町村の企業への超過課税（法人二
税・固定資産税）・自治体基金の活用（？） 

運営：都道府県単位（？） 

企業のＢＣＰ作成など防災努力に応じて負担を軽減 

基金の一部をＢＣＰ作成への助成等に活用 

市町村の参加は防災計画の作成・実施が条件（例：
米国連邦洪水保険制度） 

• 一石二鳥？⇒リスクシェアと合わせてリスクコント
ロール（自治体・企業の防災努力）を促進 

自助（減災）努力が報われる仕組みに 
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参考：基金の活用？ 

• 新たな「埋蔵金」？ 

地方は総額21兆円の
基金をため込んでいる 

「その他特定目的基
金」の増加が顕著 

⇒ 

・「特定目的」として減災
（リスクコントロール）と被
災企業支援（リスクシェ
ア）？ 



参考；その他目的基金 

• 総務省の自治体アン

ケート調査によれば、

「その他目的基金」の

使途区分として災害対

応の基金を挙げてい

る自治体も少なくない 

 

ただし、「企業向け」を

明記している自治体は

ない？（精査が必要） 
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基金の名称及び残高

基金の名称等
基金残高

※平成28年度末残高は東日本大
震災分を含む

基金の名称 使途区分
※複数選択可

平成28年度末残高 A

回答１ 単位：百万円

010006 北海道 北海道災害救助基金 ② 2,666

010006 北海道 北海道地域医療再生臨時特例基金 ② 0

010006 北海道 北海道地域医療介護総合確保基金 ② 9,048

020001 青森県 災害救助基金 ② 560

030007 岩手県 三陸鉄道運営助成基金 ② 9

030007 岩手県 いわて銀河鉄道経営安定化基金 ② 337

030007 岩手県 災害救助基金 ② 118

030007 岩手県 いわての学び希望基金 ② 7,485

040002 宮城県 災害救助基金 ② 1,980

060003 山形県 災害救助基金 ② 472

070009 福島県 会津鉄道運営助成基金 ② 238

070009 福島県 災害救助基金 ② 4,385

080004 茨城県 災害救助基金 ② 1,818

080004 茨城県 り災救助基金 ② 0

080004 茨城県 原子力安全等推進基金 ② 227

090000 栃木県 栃木県災害救助基金 ② 1,074

100005 群馬県 災害救助基金 ② 1,364

110001 埼玉県 災害救助基金 ② 3,504

110001 埼玉県 さいたま環境創造基金（ＧＮＤ） ② 47

110001 埼玉県 地域医療再生基金 ② 153

120006 千葉県 災害救助基金 ② 3,365

130001 東京都 災害救助基金 ② 18,734

団体名等

団体コード 団体名
② 災害対応  




